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市税は、景気の回復

等による法人税の増

収や、固定資産税で

新築・増築家屋の増加が見込ま

れ、前年度比１，０６４万円、

０．４％の増となっています。

地方交付税では地域の元気創造

事業費の創設による別枠分や、

前年度の交付額を考慮し前年度

比２億５，０００万円、４．２％

の増を見込みましたが、財源不

足が生じますので、その不足額

を補うための財政調整基金を２

億３，６６０万円取り崩します。

　目的別に見ると、

総務費は香北支所建

設事業により前年度

比１０%の増となりました。民

生費では国の給付金事業による

臨時福祉給付金と子育て世帯臨

時特例給付金により６．２%の

増、農林水産業費では橋梁点検

委託（農道）、林道点検委託な

どにより１０．２%の増、教育費

では学校給食センター建設事業

の減少により前年度比３３．７%

の減となりました。災害復旧費

では公共土木施設災害復旧費が

大幅に伸び、前年度比１０１．６

%の増となりました。

　３月定例議会で平成２６年度の予算が決定されました。

　市の会計は、一般会計・特別会計・公営企業会計の３つの会計に分けています。

これらを合わせた予算総額から各会計重複額を差し引いた純計は２４３億８，６９９万

円で、前年度と比べ７億７，８６２万円（３．３％）の増となっています。

一般会計

特別会計

公営企業会計

　　　　　　　　　　　　　会　　計　　名

国民健康保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

介護保険特別会計（保険事業勘定）

介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）

簡易水道事業特別会計

公共下水道事業特別会計

特定環境保全公共下水道事業特別会計

農業集落排水事業特別会計

予　算　額

３８億７，４２７万円

４億５，５２９万円

３２億９，９３１万円

２，０６６万円

　６億９，７００万円

７億８，９５０万円

１億７，７８２万円

３，５０１万円

対前年度比

１．９％

３．３％

３．７％

８．６％

１２．１％

２０．６％

４０．６％

２４．２％

国保税など特定の収入があり、一般会計と分けて経理することで収支を
明確にした会計です。　　　　　　　　　　　　　　　（表中の△は前年度比マイナス）

民間企業と同じように事業で収益をあげて運営している会計です。
水道事業　　　　　　　　　　　  ４億６,４０６万円（対前年度比　１９．４％増）
工業水道事業　　　　　　　　　　　 ２,７０４万円（対前年度比　１４．２％増）

収益のない事業（福祉・教育・道路整備など基礎的な行政サービス）を行う会計で、
主に市税でまかなわれます。香美市では地方交付税等の依存財源が大部分を
占めています。４月に市長が交代するため、今回は骨格予算での編成。

歳入

歳出

▲一般会計と特別会計の予算書。
　合わせるとなんと４６６ページ。

災害復旧事業費
１億８，０２１万円　１．２％

人件費　職員の給与等
３１億２３９万円　１８.９％

扶助費
生活保護費・
児童手当等
２３億９，４２３万円 １４.６％

公債費
２１億５，８４１万円
１３.２％

維持補修費　２億２，９３５万円　１.４％
投資出資貸付金　４３１万円　０.０％
予備費　３，０００万円　０.２％

前年度比１０.６％

前年度比０.７％

前年度比２.３％

前年度比１.２％ 　

前年度比８.１％ 　→

前年度比１０１.６％ 　→

普通建設事業費
道路建設工事費等
２４億７，５０３万円
１５.０％

補助費等　
ゴミ・し尿処理組合等
への負担金や補助金　
１９億５７２万円　１１.６％

　積立金　１億７，９８９万円
　１.０％

借金の返済金

繰出金　１４億６，６６０万円
他の会計へ支出されるお金
９.０％ 前年度比２.２％

前年度比１.１％ →

↑

一般
会計

平成２６年度

当初予算２４３億８，６９９万円
前年度当初予算総額純計２３６億８３７万円

地方交付税 ６７億円 　４０.８%
財源の不足分に応じて、国からの交付金

諸収入　
貸付返済金、預金利子等
２億５，４８４万円 　１.６％

その他（地方譲与税（国税とし
て徴収され、市に入ってくるお金）、
地方消費税交付金など）
４億７，４５５万円　２.９％

使用料・手数料
市営住宅の家賃、
住民票手数料等
２億５，３８４万円 １.５％

分担金・負担金　
保育料や給食費等　　
１億８，９９４万円　１.２％

地方交付税付税  ６７億円 　４０.８%
財源の不足分に応じて からの交付金分に応じて、国からの交

そのそ
て徴
地方
４億７

市債（借金）
２７億１，８６４万円　１６.６％

前年度比３.３％

前年度比３.０％

前年度比９.８％

前年度比５.１％

前年度比０.４％

前年度比９.７％ ↑

前年度比３.９％ 　→

前年度比２.３％ 　
→

前年度比２.８％ 　

県支出金
県からの負担金・補助金
１３億５，１０５万円　　８.２％

財産収入  ３，０９５万円　０.２％
繰入金　積立金の取り崩し等
　　　　　　　３億４，５２３万円　２.１％  
繰越金　２００万円　０．０％ 
寄付金　４０５万円　０．０％

１４．０％
市　税
２４億４，３５７万円　１４.９％

一般会計

平成２６年度

香美市予算

特別会計

公営企業会計

１６４億１，６００万円

９０億１，４６６万円

各会計重複額
１５億２，４７７万円

４億９，１１０万円

その他
２億５，２３７万円

１.５％
 内訳 諸支出金・労　
　 　  働費・予備費

前年度比３３.７％前年度比１.６％

前年度比２.３％

前年度比６.２％ 前年度比４.１％

前年度比117.2％ 前年度比１０１．６％

総務費
２５億９，９８２万円
１５.８％

議会費
１億７，１６２万円

１.０％

民生費
４９億９，６７９万円

３０.５％

衛生費
１２億４，１９１万円

７.６％

商工費

１億７，０８２万円
１.０％

農林水産業費
８億５，４２８万円
５.２％

土木費
９億３，７４１万円

５.７％

消防費
１３億４，０１６万円

８.２％

前年度比２６.４％

教育費
１５億２２０万円

９.２％

公債費
２１億５，８４１万円

１３.２％

災害復旧費
 １億８，０２１万円

１.１％

前年度比１０.２％

前年度比７.９％

前年度比２.３％

目
的
別
一
般
会
計
歳
出

前年度比１０.０％

 香美市の
大きな収入

源であ

る普通交付
税は旧合併

特例法

の「合併後
１０年間は

、合併

前の市町村
ごとに算定

した普

通交付税の
総額を配分

する」

という定め
に基づき、

旧土佐

山田町・香
北町・物部

村の普

通交付税の
総額が交付

されて

います。こ
れを合併算

定替と

呼びます。

　２年後から始まる

　交付税減額

　しかし、
配分額は合

併１１

年目の平成
２８年度か

ら合併

算定での増
額分が段階

的に減

らされ、１
６年目の平

成３３

年には純粋
に一つの自

治体と

して算定さ
れます。こ

れを一

本算定と呼
びます。

　合併する
と行政の効

率化が

見込まれる
ため、一本

算定で

は一般に配
分額が減っ

てしま

います。見
込みでは、

年に約

１２億円の減
額となりま

す。

　体力のあ
る今、有利

な合併

特例債を利
用し、施設

整備に

努め、南海
トラフ大地

震に備

える予算と
なっていま

す。

総額純計

一般会計歳入合計
１６４億６００万円

前年度比３.７％ 　

前年度比０４％助金
％

．０％億 ，３５万円 ．０％.９％

一一一

前年度比３７％

前年度比０.４％金

計計一般会計歳入合計合計
１６４億６００万円

市が独自に調達
できる財源

性　質　別
一般会計歳出合計
１６４億６００万円

　　その他
　経費

 ３７.１％

前年度比７.０％ 　

物件費
消耗品・光熱水費・通信費等
２２億７，９８６万円　
１３.９％

前年度比３.７％ 　→

人件費 職員の職
３１億２３９ 円万円　１８

扶助費
生活保護
児童手当
２３億９４２

前年度比１.２

性　質　別
計一一般会計歳出合計一般会計歳出合計

１６４億６００万円

そその他
経費費
１％％

△

△

％％％％％％％％％％％％％％％％％％％％％％％％％％％％％％％％％

国庫支出金
国からの負担金・補助金
１６億３，７３４万円　　 １０.０％

７８.５７８.５％依存財源　７８.５％
借金や、国や県の意思に
よって得られる財源

２１.５２１.５％自主財源　２１.５％
　

４６.４６.７％

義務的
　　　経費
　　　　　４６.７％

公
２

普通建設事業費
道路建設工事費等

信費等等等等等

１６４億６００万円

前年度比３.７％ →

投資的
経費
１６.２％


